
イナ による予防保全型管理 の挑戦ファイナンスによる予防保全型管理への挑戦

東京都道路アセ トマネジメントの概要ー 東京都道路アセットマネジメントの概要 ー

東京都建設局

9/10/2009



東京都の道路施設管理規模東京都の道路施設管理規模

橋 梁：1,985橋（1,247+640+98橋）

1,183,588㎡（1,109,042＋74,546） 890㎡/橋

道 路 2 251k （舗装率99 57％）道 路：2,251km（舗装率99.57％）

トンネル：112箇所トンネル：112箇所

附属物：防護柵（2,037km）、照明（162,711基）等附属物 防護柵（ , ）、照明（ , 基）等

斜面施設（法枠、落石防護柵、ネット等）：3,515箇所

2008.4.1



道 施 傷事道路施設の損傷事例

橋梁、トンネル、舗装



１ 腐食：損傷ランクｅ，ｄ鋼橋の損傷事例 （断面欠損）鋼橋の損傷事例 （断面欠損）

昭和41年・３径間ゲルバー鋼桁



鋼橋の損傷事例 疲労亀裂鋼橋の損傷事例 疲労亀裂
昭和47年架設・合成鋼I桁 昭和41年架設・ゲルバー鋼I桁



プレストレストコンクリート橋損傷事例（抜け落ち）プレストレストコンクリート橋損傷事例（抜け落ち）

昭和46年架設・PCT桁昭和46年架設・PCT桁

横締め鋼材横締 鋼材



橋梁管理の基礎となる各種点検

常点検 定期点検 異常時点検

１９８７年（昭和６２）から実施

日常点検 定期点検 異常時点検

道路パトロール 1回/5年頻度 地震発生時等外部委託

健全度評価

１回／２～３日頻度

緊急対策

（震度4以上）

診断
健全度評価

5段階（A～E）

対 策

緊急工事
詳細調査

補修・補強等実施

橋梁台帳、健全度、対策等の
橋梁データベースシステム 記 録



道路損傷事例 ： わだち、ひび割れ

わだち大：40ｍｍ以上 MNIｄ値９ ひび割れ率：２５％以上 MNIｃ値7.5わだち大：40ｍｍ以上 MNIｄ値９ ひび割れ率：２５％以上 MNIｃ値7.5



道路舗装の評価と対策道路舗装の評価と対策

機能的評価 構造的評価機能的評価 構造的評価

対
路面性状データ ＦＷＤデータ

対
策
工
法

ひび割れ・わだち掘れ たわみ量（１次評価）

法

破損小

ひび割れ・わだち掘れ

工法マトリックス

たわみ量（１次評価）

弾性理論（２次評価）



ＦＷＤたわみ量 構造的評価と対策

１次評価
多層弾性理論逆解析

たわみ CBR SI

構造的破損

たわみ・CBR・SI
機能的破損

SI：舗装強度係数

切削打替
CBR≧2 路床改良・全打替

NO

破損程度 Eb ≧3000切削打ち替え・

YES

破損小 破損大
破損程度 Ebc≧3000切削打ち替え

オバーレイ

YESNO破損中

Ebc≧1000 部分断面打替
NO

全断面打替
YESEbc：砕石層の

弾性係数



10
東京都全域 MNI：5.28

各建設事務所舗装修理要望概要

7
8
9

10
第一建北北建

3
4
5
6

第二建北南建

0
1
2
3

第三建南西建

第 建南 建 第四建南東建

第五建

第六建

西多摩建設

MNI値



莫大な更新需要の発生（橋梁・ﾄﾝﾈﾙ等）通行止めか！ （荒廃する首都東京？）
600

（箇所） 地下歩道

トンネル

新総事業費
500 人道橋

横断歩道橋

更新総事業費
（仮橋等を考慮）

更新指数

400 一般橋梁

2.7倍

莫大な更新費

２．７倍

300

200 新設指数

100
新設総事業費

0

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸから高度経済成長期震災復興 現 在

S39T14

（事業費：箇所数をﾍﾞｰｽに指数化）

（架設年次）
建　設　局2027（H29)？



道路行政の課題道路行政の課題

◎ 老朽化と更新・大規模補修ピーク

◎ 対症療法型管理◎ 対症療法型管理

す 道路財◎ 不足する道路財源

◎ 適切なアカウンタビリティ



アセットマネジメントとは？

NPMとNPV



ニューパブリック・マネジメント（NPM）の導入ブリック マネジメント（NPM）の導入
NPM ; New Public Management

目 的：マネジメント能力を高め、効率化、活性化を図る

統制基準を顧客主義に転換 （顧客志向）

徹底 た競争 導 （市場機構 活 ）徹底した競争原理の導入 （市場機構の活用）

業績･成果に基づく統制 （成果主義の導入）業績 成果に基づく統制 （成果主義の導入）

組織の簡素化、分権化 （分権化）

アセットマネジメントを導入（＋金融工学）マネジメントサイクルの活用（PDCA) デ グサイクアセットマネジメントを導入（＋金融工学）マネジメントサイクルの活用（PDCA) デミングサイクル



道路アセットマネジメントとは？道路アセットマネジメントとは？

◎ 道路施設の劣化速度算定と対策効果確認を科学的に

○ 道路施設の体系化、資産価値（資産価格）評価

◎ 道路施設の劣化速度算定と対策効果確認を科学的に

ＮＰＶによる投資判断とＲＯＡ分析を組み込んだ柔軟な 適選択ＮＰＶによる投資判断とＲＯＡ分析を組み込んだ柔軟な 適選択

課題を解決する効果的、効率的な総合マネジメントシステムを構築

投資的な中・長期計画策定投資的な中 長期計画策定

● 道路施設の更新ピークを解消し、コストを縮減

● 都民への適切なアカウンタビリティを行使● 都民への適切なアカウンタビリティを行使

● 環境改善と組織の改変



東京都道路アセットマネジメントの流れ
施 設 の 現 況 把 握

評 価 額 設 定
劣 化 予 測

定 量 的 点 検

道路施設統合データベースマッピングシステム

管理目標値の設定

公会計制度改革

財
政

都民・利用者の条件予測

要望、満足度の推定

施設利用度の計測

道路施設の条件算定

社会的便益算定

リスク（地震等）評価Action
政
状
況企業会計方式の導入

対策実施 適化システム

ライフサイクルコストの 小化

施設利用度の計測リスク（地震等）評価Action

況
ＤＣ Ｆ法による算定

ライフサイクルコストの 小化

体系的なインフラストックの整理

将来交通量の計画への反映

投資的中・長期計画立案

事 業 実 施

Plan

D0

事 後 評 価

D0

See



ＮＰＶ による道路施設の投資判断設 資

∑
30

ＮＰＶ＝∑ＰＶｔ－Ｉ
t＝1

PV = Me+Be+Rh

B 仮想収益（便益） M 維持管理費 ①補修 ②補強 ③長寿命費Be:仮想収益（便益） Me：維持管理費 Rh ： ①補修＋②補強＋③長寿命費

Ｉ：初期建設費

＊減価償却費を含む

ＮＰＶ ＞０；実施 ＝０；検討 ＜０；中止ＮＰＶ ＞０；実施、 ０；検討、 ＜０；中止

注 ： ＰＩ収益指数は、対策優先度決定に使用



既設舗装の劣化速度算出

調査結果に基づく劣化予測



劣化曲線の算出方法（舗装）劣 線 算 装

調査結果の年間変化量を目的変数として、路面性状値、

経年数、大型車交通量を説明変数として重回帰分析して

も劣化曲線が得られなかった。も劣化曲線が得られなかった。

路 性状値 を 定路面性状値から均一区間を設定

路面性状値のパーセンタイル値を算定、

近似曲線から 適な劣化曲線を決定



劣化予測式近似モデルの設定劣化予測式近似モデルの設定

近似モデル式として累乗式を選定

Y XbY＝aXb

Y:予測値 X:径年数 a,b:定数

予測式作成

67,461データから340データを抽出67,461デ タから340デ タを抽出

抽出条件：①アスファルト舗装、②全断面打ち換え、

9/10/2009 ③23区内、④大型車1,000～3,000台/1方向



劣化予測モデルの比較事例（わだち掘れ）近似式算定



路面性状パ センタイル値の設定路面性状パーセンタイル値の設定

①ひび割れ率 ：C＝0.0003a3.76

②わだち掘れ量 Ｄ＝3 5938a0 3972②わだち掘れ量：Ｄ＝3.5938a0.3972

③平坦性 ：σ＝2.4212a0.243

補修率による補正

路面の劣化曲線を算出路面の劣化曲線を算出



補修率による補正値とパーセンタイル値の近似曲線（わだち掘れ）



道路施設の利用者便益道路施設の利用者便益

● 道路施設による便益の種類● 道路施設による便益の種類

● 便益（原単位）の求め方● 便益（原単位）の求め方



評価対象イメージ

事業による効果

内部経済効果 外部経済効果

直接的効果 間接的効果

走行時間短縮

走行経費減少

環境負荷削減

走行快適性向上
道路による効果

走行経費減少

交通事故減少

走行快適性向上

経済効果向上



時間短縮・走行経費減少便益原単位
（１）基本的考え方

時間価値原単位 人の機会費用
車両の機会費用

・・・　平均賃金、（現業部門の）平均的人件費を基に算出
・・・ 平均的なレンタカー料金を基に算出車両の機会費用

貨物の機会費用
　平均的なレンタカ 料金を基に算出

・・・　輸送貨物の価値額を1分当たり利子率を乗じて算出

走行経費原単位 燃料費
油脂費
タイヤ・チュ ブ費

・・・　ガソリン及び軽油に要する費用
・・・　エンジンオイル等に要する費用
・・・ タイヤ等に要する費用

（２）原単位の設定
表 走行経費 単位 例〔 般道路 市街地走行〕

タイヤ・チューブ費 ・・・　タイヤ等に要する費用
整備費 ・・・　修理等の点検・整備に要する費用
車両償却費 ・・・　車両の購入に要する費用

（ ）原単位 設定

表 車種別時間価値

（円／分・台）

表 走行経費原単位の例〔一般道路 市街地走行〕

（円／km）

走行速度
(km/h)

乗用車 バス 小型貨物 普通貨物

5 35 89 99 94 39 97 86 04
東京都 ＜参考＞

全国

乗用車 82.21 62.86

バ

5 35.89 99.94 39.97 86.04
10 24.90 80.39 35.08 65.93
15 21.13 73.31 33.19 57.98
20 19.18 69.43 32.07 53.23
25 17 96 66 88 31 28 49 87バス 634.69 519.74

小型貨物車 73.37 56.81

普通貨物車 88.40 87.44

25 17.96 66.88 31.28 49.87
30 17.14 65.06 30.69 47.31
35 16.54 63.69 30.23 45.29
40 16.42 63.35 30.05 44.62
45 16.37 63.19 29.92 44.1988.40 45 16.37 63.19 29.92 44.19
50 16.40 63.19 29.85 44.01
55 16.49 63.37 29.85 44.09
60 16.64 63.72 29.90 44.44



走行快適性向上便益原単位
便益算定式 ：便益 [円/年] = 便益原単位 [円/台km]×リンク延長 [km]×交通量 [台/年]

(1) 基本的考え方 (3) 平均支払意思額の算定（所要時間ベース）

快 

悪 

本来の舗装状態と 

快適性の関係 

設定する舗装状態と
80%

100%

(1) 基本的考え方 (3) 平均支払意思額の算定（所要時間ベ ス）

1kmあたり平均支払意思額
（所要時間ベース）

0 998 分/人km適 

性 

良

設定する舗装状態と

快適性の関係 

CVMで原単位を計測 

する快適性の変化分 40%

60%

0.998 分/人km

舗装状態 

良 悪 

良

0%

20%

0 1 2 3 5 7 10 15 20
ケ 実施

調査対象
東京都内の区市町村に居住する
満20歳以上の男女個人

0 1 2 3 5 7 10 15 20
分(2) アンケートの実施

(4) 走行快適性便益原単位（車種別）

標本数 10,000人

抽出法 層化二段無作為抽出法

車種 便益原単位[円/台km]

乗用車 67.72
バス 598.83

調査期間 平成17年1月27日～2月14日

回収数 4,376票（回収率43.8%）

小型貨物車 68.00
普通貨物車 70.27



将来交通量の予測
（仮想収益算定要素）（仮想収益算定要素）

将来交通流予測と利用者均衡配分法



道路アセットマネジメントに使用する

各路線の将来交通量予測各路線の将来交通量予測

道路 ジ 資

現在交通流 既存道路の交通量

道路・街路整備事業 道路アセットマネジメント投資計画

利用者均衡配分法

による算定
DCF法による優先順位決定

2010年 2020年 2035年

将来交通流 将来供用開始路線を
中長期計画に反映

2010年、2020年、2035年



道路 ネジ道路アセットマネジメントシステム

・道路施設統合データベースシステム・道路施設統合データベースシステム

・橋梁劣化予測プログラム

交通需要予測プログラム

・橋梁劣化予測プログラム

交通需要予測プログラム・交通需要予測プログラム

・社会的便益算出プログラム

・交通需要予測プログラム

・社会的便益算出プログラム社会的便益算出プ グラム

・事業費平準化プログラム

社会的便益算出プ グラム

・事業費平準化プログラム

・最適化対策シミュレーションプログラム・最適化対策シミュレーションプログラム



道路アセットマネジメントシステム

9/10/2009
32



道路施設損傷表示（橋梁）

9/10/2009
33



道路アセットマネジメントシステムイメージ

アセットマネジメントシステム

施設の劣化予測 ライフサイクルコスト

最適化シミュレーション最適化シミュレ ション
繰り返し計算（近似解法）

長寿命化工事社会的便益

道 路 施 設 統 合 デ タ ベ ス シ ス テ ム道 路 施 設 統 合 デ タ ベ ス シ ス テ ム道 路 施 設 統 合 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム道 路 施 設 統 合 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム



舗装最適化結果表示画面（環状七号線・地点表14.9～17.1区間）

9/10/2009



30年間の事業費推移（予防保全型）30年間の事業費推移（予防保全型）



30年間の事業費推移30年間の事業費推移

橋梁事業費の推移

予算制約２５０億円の場合

25000

30000

長寿命化対象橋梁－投資的費用(長寿命化対策)

長寿命化対象橋梁－投資的費用(更新)

長寿命化対象橋梁－維持管理費A（清掃等）

長寿命化対象橋梁－維持管理費B（橋面舗装，塗装等）

20000

25000 一般管理対象橋梁－投資的費用(補修・補強)

一般管理対象橋梁－投資的費用(更新)

一般管理対象橋梁－維持管理費A（清掃等）

一般管理対象橋梁－維持管理費B（橋面舗装，塗装等）

小橋梁－投資的費用(補修・補強)

小橋梁－投資的費用(更新)

小橋梁－維持管理費B（橋面舗装 塗装等）

15000

事
業
費
用
（
百
万
円
） 小橋梁－維持管理費B（橋面舗装，塗装等）

小橋梁－維持管理費A（清掃等）

5000
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長期計画（30年間）による縮減額

 30 年間の総事業費： 30年間の総事業費：

橋梁事業で算定

対症療法型管理による橋梁事業費（試算額）の推移

1,000

約 1 兆 6000 億円 

予防保全型管理による橋梁事業費（試算額）の推移

1 000

約5000億円

800

1,000

800

1,000

長寿命化対象橋梁

一般管理対象橋梁・小橋梁

400

600

事業費
（億円）

400

600

事業費
（億円）

200 200

0

平成21 26 31 36 41 46 50年度

0

平成21 26 31 36 41 46 50年度

約1 1兆円のコスト縮減約1.1兆円のコスト縮減



環境負荷の低減 橋梁事業で算定

○ 環境負荷の軽減

環境負荷の低減

CO2削減量 約110万トン （ 30年間 ）

橋梁事業で算定

ＣＯ 削減量 １年間 約3 7万トン

 ○ 環境負荷の軽減CO2削減量 約110万トン （ 30年間 ）

ＣＯ２削減量 １年間 約3.7万トン
東京ド ム15杯分に相当東京ドーム15杯分に相当

排出量 排出量排出量
約5.3万トン

排出量
約1.6万トン



戦略的な予防保全型管理の今後戦略的な予防保全型管理の今後戦略的な予防保全型管理の今後戦略的な予防保全型管理の今後

中 長期計画の周知徹底と課題解決・ 中・長期計画の周知徹底と課題解決

・ 長寿命化の性能設計確立と効果の検証

・ インハウスエンジニアの育成と組織変更

・ アセットマネジメント対象施設の拡大アセットマネジメント対象施設の拡大

東京都建設局


